
（問題とならない例） （問題とならない例）
Ａ社においては、長期勤続者を対象とするリフレッシュ休暇について、業務に従事し
た時間全体を通じた貢献に対する報償という趣旨で付与していることから、通常の労働
者であるＸに対しては、勤続10年で３日、20年で５日、30年で７日の休暇を付与してお
り、短時間労働者であるＹに対しては、所定労働時間に比例した日数を付与している。

Ａ社においては、長期勤続者を対象とするリフレッシュ休暇について、業務に従事し
た時間全体を通じた貢献に対する報償という趣旨で付与していることから、通常の労働
者であるＸに対しては、勤続10年で３日、20年で５日、30年で７日の休暇を付与してお
り、短時間労働者であるＹに対しては、所定労働時間に比例した日数を付与している。
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褒賞であって、一定の期間勤続した労働者に付与するもの
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（新設）
褒賞であって、一定の期間勤続した労働者に付与するものについて、通常の労働者と同
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一の期間勤続した短時間・有期雇用労働者には、通常の労働者と同一の褒賞を付与しなけ
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ればならない。
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（略） ５
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労働者と同一の法定外の有給の休暇その他の法定外の休暇（慶弔休暇、療養への専念を目
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的として付与する病気休暇及び夏季冬季休暇
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を除く。）を付与しなければならない。なお、
期間の定めのある労働契約を更新している場合には、当初の労働契約の開始時から通算し
て勤続期間を評価することを要する。

休暇を除く。）を付与しなければならない。なお、期間の定めのある労働契約を更新してい
る場合には、当初の労働契約の開始時から通算して勤続期間を評価することを要する。

第４ 派遣労働者 第４ 派遣労働者
労働者派遣法第30条の３第１項において、派遣元事業主は、派遣労働者の待遇のそれぞれに
ついて、当該待遇に対応する派遣先に雇用される通常の労働者の待遇との間において、職務の
内容、当該職務の内容及び配置の変更の範囲その他の事情のうち、当該待遇の性質及び当該待
遇を行う目的に照らして適切と認められるものを考慮して、不合理と認められる相違を設けて
はならないこととされており、職務の内容、当該職務の内容及び配置の変更の範囲その他の事
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情のうち、当該待遇の性質及び当該待遇を行う目的に照らして適切と認められるものの相違に
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応じた均衡のとれた待遇とすることが求められて
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いる。

労働者派遣法第30条の３第１項において、派遣元事業主は、派遣労働者の待遇のそれぞれに
ついて、当該待遇に対応する派遣先に雇用される通常の労働者の待遇との間において、職務の
内容、当該職務の内容及び配置の変更の範囲その他の事情のうち、当該待遇の性質及び当該待
遇を行う目的に照らして適切と認められるものを考慮して、不合理と認められる相違を設けて
はならないこととされている。

また、同条第２項において、派遣元事業主は、職務の内容が派遣先に雇用される通常の労働
者と同一の派遣労働者であって、当該労働者派遣契約及び当該派遣先における慣行その他の事
情からみて、当該派遣先における派遣就業が終了するまでの全期間において、その職務の内容
及び配置が当該派遣先との雇用関係が終了するまでの全期間における当該通常の労働者の職務
の内容及び配置の変更の範囲と同一の範囲で変更されることが見込まれるものについては、正
当な理由がなく、待遇のそれぞれについて、当該待遇に対応する当該通常の労働者の待遇に比
して不利なものとしてはならないこととされている。

また、同条第２項において、派遣元事業主は、職務の内容が派遣先に雇用される通常の労働
者と同一の派遣労働者であって、当該労働者派遣契約及び当該派遣先における慣行その他の事
情からみて、当該派遣先における派遣就業が終了するまでの全期間において、その職務の内容
及び配置が当該派遣先との雇用関係が終了するまでの全期間における当該通常の労働者の職務
の内容及び配置の変更の範囲と同一の範囲で変更されることが見込まれるものについては、正
当な理由がなく、待遇のそれぞれについて、当該待遇に対応する当該通常の労働者の待遇に比
して不利なものとしてはならないこととされている。

他方、労働者派遣法第30条の４第１項において、労働者の過半数で組織する労働組合等との
協定により、同項各号に規定する事項を定めたときは、当該協定で定めた範囲に属する派遣労
働者の待遇について、労働者派遣法第30条の３の規定は、一部の待遇を除き、適用しないこと
とされている。ただし、同項第２号、第４号若しくは第５号に掲げる事項であって当該協定で
定めたものを遵守していない場合又は同項第３号に関する当該協定の定めによる公正な評価に
取り組んでいない場合は、この限りでないこととされている。

他方、労働者派遣法第30条の４第１項において、労働者の過半数で組織する労働組合等との
協定により、同項各号に規定する事項を定めたときは、当該協定で定めた範囲に属する派遣労
働者の待遇について、労働者派遣法第30条の３の規定は、一部の待遇を除き、適用しないこと
とされている。ただし、同項第２号、第４号若しくは第５号に掲げる事項であって当該協定で
定めたものを遵守していない場合又は同項第３号に関する当該協定の定めによる公正な評価に
取り組んでいない場合は、この限りでないこととされている。
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労働者派遣法第30条の３第１項及び第30条の４第１項第４号におけるその他の事情の取扱
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労働者派遣法第30条の３第１項及び第30条の４第１項第４号におけるその他の事情につい
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ては、職務の内容、当該職務の内容及び配置の変更の範囲に関連する事情に限定されるもの
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ではない。職務の成果、能力、経験、合理的な労使の慣行、派遣元事業主と労働組合や過半
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数代表者等との間の交渉といった労使交渉の経緯や結果等の諸事情がその他の事情として想
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定されるものであり、考慮すべきその他の事情があるときに考慮すべきものである。
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